
■　議案第８８号　　平成28年度米原市一般会計補正予算（第４号）

　　【補正予算額　359,325千円】　補正後の予算額　20,080,202千円
【歳入の主なもの】 （単位：千円）

補正額

1 分担金及び負担金 ▲ 7,409 分担金

　・林道事業分担金 828

負担金

　・特定教育・保育施設利用負担金 ▲ 8,237

2 使用料及び手数料 ▲ 4,761 使用料

　・特定教育・保育施設使用料 ▲ 4,761

3 国庫支出金 47,735

　・障害者自立支援給付費負担金 24,350

補助金

　・保育対策総合支援事業費補助金 ▲ 907

　・子ども・子育て支援交付金 ▲ 1,203

　・放課後児童クラブ環境改善整備推進事業費補助金 359

　・学校施設環境改善交付金 25,136

4 県支出金 23,726

　・障害者自立支援給付費負担金 12,175

補助金

平成28年米原市議会第４回定例会　各会計補正予算の概要について

項目 内　　　　　　容

負担金

負担金

1

　・福祉医療費助成事業補助金 3,123

　・福祉医療費支払手数料補助金 411

　・重度心身障害老人等福祉助成費補助金 580

　・地域子育て支援事業費補助金 ▲ 1,203

　・保育対策総合支援事業費補助金 ▲ 540

　・低年齢児保育保育士等特別配置事業費補助金 ▲ 917

　・多子世帯子育て応援事業費補助金 3,052

　・環境保全型農業直接支払交付金 1,094

　・担い手確保・経営強化支援事業補助金 1,975

1,000

　・鳥獣被害防止総合対策事業費補助金 730

　・農山漁村地域整備交付金 2,070

5 繰入金 3,500 基金繰入金

　・公共施設等整備基金繰入金 ▲ 5,000

　・教育施設整備基金繰入金 8,500

6 ▲ 3,141

　・特定教育・保育施設給食費利用者負担金 ▲ 2,734

　・学級教材費利用者負担金（認定こども園、幼稚園） ▲ 407

　・湖国の森林と自然を守るニホンジカ特別対策事業補助金

諸収入 雑入
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7 市債 200,100 市債

　・民生債（合併特例債） 52,100

　・農林債（公共事業等債、補正予算債） 22,500

　・教育債（合併特例債、補正予算債） 125,500

8 繰越金 99,575 繰越金

　・前年度繰越金 99,575

【歳出の主なもの】 （単位：千円）

補正額

1 ▲ 4,692 ▲ 4,692

2 12,056 12,056

5,300

48,700

700

20,000

項目 内　　　　　　容

人件費
・人事院勧告および人事異動等に伴う人件費精査による
減額

諸費一般事業 ・国県支出金等過年度精算返還金の増額

3 賦課事業 5,300
・確定申告、税額更正に伴う市税還付金の増額

　　市税還付金等

4 自立支援給付事業 48,700

・障がい者自立支援給付費の増加に伴う給付費の増額

　　障害者自立支援給付費

　国）障害者自立支援給付費負担金　24,350

　県）障害者自立支援給付費負担金　12,175

5 福祉医療助成事業 20,700

・乳幼児市単独事業分の県事業への組み替えおよび福祉
医療費の増加に伴う助成費の増額

　　福祉医療費支払手数料

　　福祉医療費助成費

　県）福祉医療費助成事業補助金　3,123

2

　　事務用備品 480

11,201

▲ 4,975

▲ 681

43,200

　県）福祉医療費支払手数料補助金　411

　県）重度心身障害老人等福祉助成費補助金　580

6 放課後安心プラン事業 480

・放課後児童クラブのパソコン等の整備に係る経費の追
加

　国）放課後児童クラブ環境改善整備推進事業費補助金
359

7
保育所・認定こども園
管理運営事業

11,201

・執行額の精査に伴う臨時調理師賃金等の減額と特別支
援保育に係る臨時保育教諭賃金の増額

　　臨時保育教諭等賃金

　県）多子世帯子育て応援事業費補助金　2,109

　使）特定教育・保育施設使用料　▲4,761

8
保育所・認定こども
園・幼稚園管理運営事
業

▲ 5,656

・園児の入園見込に伴う賄材料費等の減額

　　賄材料費

　　保育材料費

　諸）特定教育・保育施設給食費利用者負担金　▲2,734

　諸）学級教材費利用者負担金　▲407

9
保育所・認定こども園
維持補修事業

43,200

・いぶき認定こども園空調設置工事および老朽化改修等
工事に係る経費の増額

　　保育所・認定こども園施設改修工事

　国）保育対策総合支援事業費補助金　75

　債）民生債（合併特例債）　52,100

　繰）公共施設等整備基金繰入金　▲5,000
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▲ 8,750

123

1,975

1,460

28,300

私立保育所等運営事業 ▲ 8,627

・私立保育所の各保育サービスの見込みに伴う補助金の
減額および多子世帯子育て応援事業費補助金の新設に伴
う給付費の増額

　　私立保育所等運営補助金

　　施設型給付費

　国）保育対策総合支援事業費補助金　▲982

　国）子ども・子育て支援交付金　▲1,790

　県）地域子育て支援事業費補助金　▲1,790

　県）保育対策総合支援事業費補助金　▲540

　県）低年齢児保育保育士等特別配置事業費補助金　▲917

　県）多子世帯子育て応援事業費補助金　697

　負）特定教育・保育施設利用負担金　▲8,237

11 農業活性化対策事業 1,975

・国の第２次補正予算に伴う補助金の追加

　　担い手確保・経営強化支援事業補助金

　県）担い手確保・経営強化支援事業補助金　1,975

10

12 農業振興支援事業 1,460

・対象農家数の増加に伴う交付金の増額

　　環境保全型農業直接支払交付金

　県）環境保全型農業直接支払交付金　1,094

13
天の川沿岸土地改良区
支援事業

28,300

・対象事業費の増額に伴う市負担金の増額

　　県営かんがい排水事業負担金

　債）農林債（公共事業等債、補正予算債）　22,700

・有害鳥獣捕獲数の増加に伴う委託料の増額

3

5,000

9,082

150,000

8,500

3,000

14
鳥獣対策マスタープラ
ン推進事業

5,000

・有害鳥獣捕獲数の増加に伴う委託料の増額

　　有害鳥獣駆除委託料

　県）湖国の森林と自然を守るニホンジカ特別対策事業
補助金　1,000

　県）鳥獣被害防止総合対策事業費補助金　730

15 工場等誘致促進事業 9,082

・工場等の増設および既設対象企業の固定資産税額の確
定に伴う工場等設置促進奨励金の増額

　　工場等設置促進奨励金

16 小中学校施設整備事業 150,000

・国の第２次補正予算に伴う大原小・河南小グラウンド
改修工事の追加
・防犯対策に係る５小学校・４中学校の防犯カメラ設置
経費の追加

　　小中学校施設整備工事

　国）学校施設環境改善交付金　25,136

　債）教育債（合併特例債、補正予算債）　122,500

17 公民館維持補修事業 8,500

・山東公民館非常用発電設備改修に係る経費の増額

　　公民館施設改修工事

　繰）教育施設整備基金繰入金　8,500

18
西部給食センター管理
事業

3,000

・西部給食センターの冷蔵庫および冷凍庫の冷却ユニッ
ト修繕に係る経費の増額

　　修繕料
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【繰越明許費】（追加） （単位：千円）

【債務負担行為】（追加） （単位：千円）
期間

平成29年度

平成29年度から
平成30年度まで

平成29年度から

款 項 事業名 金額 備考

２　総務費 １　総務管理費 交通安全対策事業 7,200

市道高番春照線歩道整備工事
の設計について、関係機関との
調整に時間を要したことから、
年度内の完了が見込めないため
繰り越すもの

３　民生費 ２　児童福祉費
認定こども園施設改修事業
（いぶき認定こども園長寿命
化改良工事）

51,800
改修規模の見直しに伴い、年

度内の完了が見込めないため繰
り越すもの

10　教育費 ２　小学校費
小学校施設整備事業（大原小
学校および河南小学校グラウ
ンド改修工事）

128,000
国の補正予算に係る事業実施

に伴い、年度内の完了が見込め
ないため繰り越すもの

10　教育費 ５　社会教育費 公民館維持補修事業 8,500

山東公民館の非常用発電設備
改修工事における発電機の製造
および設置工事について、年度
内の完了が見込めないため繰り
越すもの

事　　　　項 限度額 備考

駅周辺地域活性化事業（賃貸共同住宅
建築費補助金）

20,000

　移住・定住を促進する賃貸共同住宅を
建築しようとする者を認定し、当該事業
に係る補助金を交付するため、限度額を
設定するもの

息郷地域総合センター三吉会館および
息郷老人憩の家管理事業

47,628
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

　平成29年度以降の指定管理者の指定に

4

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

米原市柏原福祉交流センター管理事業 2,225
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

柏原緑地管理事業 848
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

朝妻緑地管理事業 1,278
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

米原駅西部第１児童公園および米原駅
西部第３児童公園管理事業

2,048
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

米原駅西部第２児童公園および米原駅
西部第４児童公園管理事業

1,490
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

米原北公園および湯谷公園管理事業 1,368
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

米原南公園管理事業 1,403
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

賀目山児童公園管理事業 450
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの
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平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度から
平成33年度まで

平成29年度

平成29年度から
平成33年度まで

■　議案第８９号　　平成28年度米原市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）
　　【補正予算額　15,490千円】　補正後の予算額　4,570,037千円

（単位：千円）

300 300

15,190 15,190

■　議案第９０号　　平成28年度米原市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）
　　【補正予算額　▲246千円】　補正後の予算額　3,801,318千円

（単位：千円）

▲ 246 34

1,409

▲ 1,689

園原児童公園管理事業 575
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

伊吹ヶ丘児童公園管理事業 273
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

学力状況調査業務 1,300
　平成29年５月の学力状況調査実施に向
けた委託業務の契約事務等を行うため、
限度額を設定するもの

米原市伊吹薬草の里文化センター管理
事業

262,175
　平成29年度以降の指定管理者の指定に
伴い協定事務等を行うため、限度額を設
定するもの

歳　　　　入 歳　　　　出

・健康診査事業等繰入金 ・人間ドック助成金

・前年度繰越金 ・国県支出金等過年度精算返還金

歳　　　　入 歳　　　　出

・一般会計繰入金 ・人件費精査による増額

・臨時介護認定調査員賃金

・臨時事務職員賃金

5

■　議案第９１号　　平成28年度米原市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）
　　【補正予算額　2,950千円】　補正後の予算額　297,650千円

（単位：千円）

1,300 ▲ 50

366 3,000

▲ 3,200

4,484

■　議案第９２号　　平成28年度米原市流域関連公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）
　　【補正予算額　128,918千円】　補正後の予算額　2,894,727千円

（単位：千円）

12,200 ▲ 63

63,000 2,981

888 126,000

2,006

61,000

▲ 33,000

22,824

歳　　　　入 歳　　　　出

・下水道使用料 ・人件費精査による減額

・前年度繰越金 ・修繕料

・資本費平準化債

・一般会計繰入金

歳　　　　入 歳　　　　出

・下水道使用料 ・人件費精査による減額

・社会資本整備総合交付金 ・消費税

・前年度繰越金 ・公共下水道工事

・下水道管移設補償金

・下水道事業債

・資本費平準化債

・一般会計繰入金
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【繰越明許費】 （単位：千円）

■　議案第９３号　　平成28年度米原駅東部土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）
　　【補正予算額　36千円】　補正後の予算額　254,907千円

（単位：千円）

36 36

■　議案第９４号　　平成28年度米原市水道事業会計補正予算（第２号）
（単位：千円）

補正予算額

225

▲ 118

款 項 事業名 金額 備考

２ 公共下水道事
業費

１ 公共下水道事業費 公共下水道事業 215,400

・国の補正予算に係る事業実施
（長岡第１排水区雨水バイパス
管整備工事等）に伴い、年度内
の完了が見込めないため繰り越
すもの
・上丹生地区真空弁枡設置工事
に係る詳細設計の実施および河
川協議に時間を要することよ
り、年度内の完了が見込めない
ため繰り越すもの

収益的支出
・人件費精査による補正

資本的支出

歳　　　　入 歳　　　　出

・一般会計繰入金 ・人件費精査による増額

区　　　　分 内　　　　容
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